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1 事業等のリスク事業等のリスク

本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基

 

づく、現時点における予測、期待、想定、計画、認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するた

 

めには、過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いています。これらの記

 

述ないし事実または前提（仮定）は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。その原因となる潜在的リスクや

 

不確定要因としては以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり

 

ます。また潜在的リスクや不確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意下さい。

1.

 

携帯電話の番号ポータビリティ、新規事業者の参入など、通信業界における他の事業者等及び他の技術等との競争の激化や競争レイヤーの広がりを

 

はじめとする市場環境の変化に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数が抑制されたり、ＡＲＰＵの水準が逓減し続けたり、コストが増大す

 

る可能性があること

2.

 

当社グループが提供している、あるいは新たに導入・提案するサービス・利用形態・販売方式が十分に展開できない場合、当社グループの財務に影響

 

を与えたり、成長が制約される可能性があること

3.

 

種々の法令・規制・制度の導入や変更または当社グループへの適用により、当社グループの事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること

4.

 

当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生

 

し得ること

5.

 

当社グループが採用する移動通信システムに関する技術と互換性のある技術を他の移動通信事業者が採用し続ける保証がなく、当社グループの国

 

際サービスを十分に提供できない可能性があること

6.

 

当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業分野への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと

7.

 

当社グループの携帯電話端末に決済機能を含む様々な機能が搭載され、当社グループ外の多数の事業者等のサービスが携帯電話端末上で提供さ

 

れるなかで、端末の故障・欠陥・紛失等や他の事業者等のサービスの不完全性等に起因して問題が発生し得ること

8.

 

当社グループの提供する製品・サービスの不適切な使用により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること

9.

 

当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージ

 

の低下等が発生し得ること

10.当社グループが事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品

 

またはサービスの提供ができなくなる可能性があること、また、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損害賠償責任等を負う可

 

能性があること

11.自然災害、電力不足等の社会インフラの麻痺、有害物質の拡散、テロ等の災害・事象・事件、及び機器の不具合等やソフトウェアのバグ、ウィルス、

 

ハッキング、不正なアクセス、サイバーアタック等の人為的な要因により、当社グループのサービス提供に必要なネットワークや販売網等の事業への障

 

害が発生し、当社グループの信頼性・企業イメージが低下したり、収入が減少したり、コストが増大する可能性があること

12.無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること

13.当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること
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モバイルを核としたモバイルを核とした

 

「総合サービス企業」「総合サービス企業」

 

への進化への進化

変革変革 ２０１２年度２０１２年度

営業利益営業利益

９９,,０００億円０００億円

 

以上以上

達成への達成への

ステップアップステップアップ

お客様満足度の更なる向上

 

－Ｎｏ.１評価の継続－

 

「スマートフォン急拡大の中でもＮｏ.１」

（重

 

点

 

項

 

目

 

）

（重

 

点

 

項

 

目

 

）

 

チ
ャ
レ
ン
ジ

チ
ャ
レ
ン
ジ

① パケットＡＲＰＵの向上

震災からの早期復旧／新たな災害対策の実行安心・安全安心・安全

２０１１年度ドコモの取り組み２０１１年度ドコモの取り組み

・

 

今回の震災を教訓として、新たな災害対策の実行などの安心・安全を強化
・

 

ドコモの中期ビジョン「変革とチャレンジ」を着実に実行

② スマートフォンの推進

③

 

ＬＴＥサービス「Ｘｉ」の拡大

④

 

新たなサービスの実現

⑤

 

グローバル展開の推進



IR PresentationIR Presentation

SLIDE No.

3

ドコモの変革

Copyright (C) 2011

 

NTT DOCOMO, INC. All rights reserved.



IR PresentationIR Presentation

SLIDE No.

4 ドコモの変革ドコモの変革

・

 

フロント業務だけでなく全業務について見直しを図り、
ドコモグループ全社が一丸となって変革を実行

端末

サービス

プロモーション

アフター・顧客対応力

エリア・品質

料金

48時間以内の訪問対応

各種料金プラン、割引サービス「ｗａｌｋ

 

ｗｉｔｈ

 

ｙｏｕ」

５,８００万のお客様満足度（ブランドロイヤリティ）の向上
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5 ドコモの変革の成果ドコモの変革の成果

・

 

Ｊ.Ｄ. パワー

 

アジア・パシフィック、日経ＢＰコンサルティングによる
携帯電話サービスのお客様満足度の各種調査で第１位を受賞

※１

 

出典：

 

J.D. パワー

 

アジア・パシフィック

 

2010年日本携帯電話サービス顧客満足度調査SM。

 

2010年7月～8月の期間中、日本国内在住の携帯電話利用者

 

計7,500名からの回答による。www.jdpower.co.jp

総合満足度総合満足度 第１位第１位

顧客対応力

電話機

通話品質・エリア

非音声機能・サービス

各種費用

≪個人部門≫
「２０１０年度

 

お客様満足度第１位」※１

≪法人部門≫

 

「２００９年度-２０１０年度
お客様満足度

 

２年連続第１位」※２

≪データ通信≫
２０１１年３月の調査結果において

 

お客様満足度第１位を受賞（５月１６日）※３

 

「２００９年-２０１１年

 

３年連続第１位」

２０１１年「総合満足度」を含め
１５項目中８項目で満足度１位

総合満足度総合満足度 第１位第１位

営業窓口の対応

サービス内容

コスト

サービス品質

２年連続受賞

３年連続受賞第１位受賞

Ｎｅｗ

※2

 

出典：

 

J.D. パワー

 

アジア・パシフィック2009-2010年日本法人向け携帯電話・PHSサービス顧客満足度調査SM。携帯電話・PHSサービスを提供する事業者に関して

 

従業員100名以上の企業2,345社からの3,222件の回答を得た2010年調査結果による（1社につき最大2携帯電話・PHS事業者の評価を取得）。www.jdpower.co.jp

 

※3

 

日経ＢＰコンサルティングの実施するモバイルデータ通信事業者の提供サービス（LTE、3G、WiMAX等）に関する利用者の総合満足度調査「第3回モバイルデータ通信

 

端末満足度調査（2011年3月実施）」のうち、右記項目による。「総合満足度項目、通信エリアの広さ（屋外）・通信エリアの広さ（屋内）項目、通信品質（接続までの時間）

 

項目、通信品質（通信中の切断）項目、端末の性能／機能／使いやすさ項目、販売店・ショップ店員の対応項目、アフターサービス・サポート項目」

http://www.jdpower.co.jp/
http://www.jdpower.co.jp/
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0.49
0.480.460.49

0.94

0.44
0.490.450.460.44

0.52

0.44

0.520.51

0.68
0.74

0.85

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

解約率解約率

・

 

２０１０年度（通期）の解約率は０.４７％

 

・

 

２０１１年度1Ｑの解約率も０.４９％と低解約率を維持

■携帯電話

 

（Ｘｉ+ＦＯＭＡ+ｍｏｖａ）

 

解約率

▲ＭＡＸ系割引（8月）

▲バリューコース

 

（11月）

（単位：％）

2007年度 2008年度

０７年度通期０７年度通期

 

解約率：０解約率：０..８０％８０％
０８年度通期０８年度通期

 

解約率：０解約率：０..５０％５０％

2009年度

０９年度通期０９年度通期

 

解約率：０解約率：０..４６％４６％

2010年度

SoftBankSoftBank

KDDI (au)KDDI (au)

docomodocomo

◆

 

各社決算説明会資料等より

１０年度通期１０年度通期

 

解約率：０解約率：０..４７％４７％

201１年度
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7 純増純増数数

・

 

２０１０年度（通期）純増数は１９３万

 

（前年度比：＋４５万、＋３０％）を達成
・

 

２０１１年度（通期）の純増数は１９５万を計画

 

・

 

２０１１年度１Ｑの純増数は４１万と順調

0

50

100

150

200

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

■

 

純増数
（単位：万契約）

７７７７

121121

１１4848

１１9393 １１9955

（計画）
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0

400

800

1,200

1,600

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

総販売数総販売数

・

 

２０１０年度（通期）の総販売数は１,９０６万台

 

（前年度比：＋５.６％）と、

 

４年ぶりに増加に転じた
・

 

２０１1年度1Ｑの総販売数は４６４万台

 

（前年同期比：＋０.６％）

2008年度

◆

 

各社決算説明会資料等より算出

 

◆ＴＵ‐ＫＡ、イー・モバイルを含まない

：

 

総販売数

 

（docomo

 

+ au + SOFTBANK）

：

 

総販売数

 

（docomo）

2009年度

（単位：万台）

532

通期通期

 

：：

 

２２,,０１３万台０１３万台
（前年度比（前年度比

 

：：

 

－２１－２１..８％）８％）

446
495

451
535

434 420
503

2010年度

通期通期

 

：：

 

１１,,８０４万台８０４万台
（前年度比（前年度比

 

：：

 

－１０－１０..４％）４％）

461 463 434

通期通期

 

：：

 

１１,,９９０６万台０６万台
（前年度比（前年度比

 

：：

 

＋＋５５..６６％）％）

547
464

通期通期予想予想
１１,,９８０万台９８０万台

2011年度
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ドコモのチャレンジ

Copyright (C) 2011
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10 音声ＡＲＰＵとパケットＡＲＰＵの逆転音声ＡＲＰＵとパケットＡＲＰＵの逆転

・

 

パケットＡＲＰＵ向上に努め、２０１０年度に音声ＡＲＰＵとパケットＡＲＰＵを逆転、
２０１２年度に総合ＡＲＰＵの反転を計画

総合ＡＲＰＵ（①＋②）

①音声ＡＲＰＵ

②パケットＡＲＰＵ

2012

（単位：円）

4,000

0

2,000

6,000

2007 201120102008 2009

２，５３０円

２，５４０円

総合ＡＲＰＵ
上昇

※ARPU：

 

1契約あたりの月間平均収入。

「音声ARPU」は通話サービスの1契約あたりの月額平均収入を、「パケットARPU」はデータ通信サービスの1契約あたりの月額平均収入を表します。

音声ＡＲＰＵと
パケットＡＲＰＵの

逆転

パケットＡＲＰＵ：

 

２，６２０円

音声ＡＲＰＵ

 

：

 

２，３４０円

〔２０１１年度

 

１Ｑ実績〕

（年度）
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

音声ARPU 3,010 2,970  3,030  2,590 2,680 2,660 2,590 2,190 2,340 2,220 

（月々サポート影響除き） (2,350) (2,260)

パケットARPU 2,430 2,450  2,440  2,470 2,510 2,540 2,540 2,570 2,620 2,670 

（月々サポート影響除き） (2,620) (2,680)

4-6(1Q) 7-9(2Q) 10-12(3Q) 10/1-3(4Q) 4-6(1Q) 7-9(2Q) 10-12(3Q) 11/1-3(4Q) 4-6(1Q) FY2011

携帯電話携帯電話（（

 

XiXi+FOMA+mova+FOMA+mova））ARPUARPU

・

 

２０１１年度1Ｑの総合ＡＲＰＵは４,９６０円

 

（前年同期比：-４.４％）

 

パケットＡＲＰＵは２,６２０円

 

（前年同期比：＋４.４％）

（単位：円）

◆

 

ARPUの定義および算出方法については、本資料の「MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください

5,440

2,430 2,450

5,420

１０年度総合ＡＲＰＵ
５,０７０円（前年度比

 

–５.２％）
音声

 

２,５３０円

 

（同

 

–１２.８％）
パケット

 

２,５４０円

 

（同

 

+３.７％）

１０年度総合ＡＲＰＵ１０年度総合ＡＲＰＵ
５５,,０７０７０円０円（前年度比（前年度比

 

––５５..２２％）％）

音声音声

 

２２,,５３０５３０円円

 

（同（同

 

––１２１２..８８％）％）

パケットパケット

 

２２,,５４０５４０円円

 

（同（同

 

++３３..７７％）％）

5,470

2,440

（通期予想）

０９年度総合ＡＲＰＵ
５,３５０円（前年度比

 

–６.３％）
音声

 

２,９００円

 

（同

 

–１２.９％）
パケット

 

２,４５０円

 

（同

 

+２.９％）

０９年度総合ＡＲＰＵ０９年度総合ＡＲＰＵ
５５,,３５０円３５０円（前年度比（前年度比

 

––６６..３％）３％）

音声音声

 

２２,,９００円９００円

 

（同（同

 

––１２１２..９％）９％）

パケットパケット

 

２２,,４５０円４５０円

 

（同（同

 

++２２..９％）９％）

2,470

5,060
4,760

2,570

5,190

2,510

5,200

2,540

5,130

2,540

4,890

 

（4,940）

2,670

１１年度１１１年度１年度

（2,680）

4,960

 

（4,970）

2,620
（2,620）

◆

 

（）内については、月々サポート影響額を除いた額となります
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12 パケットＡＲＰＵパケットＡＲＰＵ・パケット収入・パケット収入のの推移推移

・

 

パケットＡＲＰＵの対前年同期伸び率は加速
・

 

パケット収入も順調に増加

2,480

2,500

2,520

2,540

2,560

2,580

2,600

2,620

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q
4,050

4,150

4,250

4,350

4,450

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

（単位：億円）

パケット収入の推移

２０１０年度

0

２０１１年度

2,510

 

（+80）

2,540

 

（+90）
2,540

 

（+100）

2,570

 

（+100）

4,4534,453億円億円

 

((前年前年同期同期比比

 

＋＋303303億円、＋億円、＋7.37.3％）％）

（）内は対前年増加額

パケットＡＲＰＵ対前年比較

２０１０年度 ２０１１年度

0

（単位：円）
2,620

 

（+110）
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パケット収入

パケットパケット収入増分の分析収入増分の分析

・

 

対前年度からのパケット収入増分について分析したところ、

 

２０１０年度実績約１,１００億円の増について、最も増分に寄与したのはiモード
・

 

２０１１年度約１,４００億円（計画）の増については、スマートフォンの貢献が急拡大

２０１０年度（実績）

 

１６,９４９億円

 

２０１０年度（実績）

 

１６,９４９億円
２０１１年度（計画）

 

１８,３００億円

 

２０１１年度（計画）

 

１８,３００億円約１,４００億円増
２００９年度（実績）

 

１５,８９０億円

 

２００９年度（実績）

 

１５,８９０億円 約１,１００億円増

パケット収入増分の内訳※

 

パケット収入増分の内訳※

データ通信等

２０１０年度 ２０１１年度

 

（予想）
※

 

iモード、スマートフォン、データ通信等の間での移行ユーザーの収入を補整

iモード

スマートフォン

iモード
データ通信等

スマートフォン



IR PresentationIR Presentation

SLIDE No.

14

ＦＯＭＡ最速
１４Ｍｂｐｓ

６
機種

おサイフ
ケータイ

５
機種

ワンセグ

防 水

３
機種

テザリング

７
機種

赤外線通信
６
機種

５
機種

GALAXY SⅡ

MEDIASWP Xperia

 

acro
AQUOS

 

Phone
F-12C P-07C Optimus

 

bright
AQUOS

 

PHONE f
BlackBerry

 

Bold 9780

スマートフォン（スマートフォン（端末ラインナップ端末ラインナップ））

・

 

２０１１年夏モデルでは、スマートフォンを９機種発売

Ａｎｄｒｏｉｄ

 

２.３
搭載 ８

機種

GALAXY SⅡ

８月１３日

 

発売
８月６日

 

発売
８月７日

 

発売

２０１１年夏モデル

 

９機種

６月２３日
発売

６月２４日
発売

７月９日
発売

５月２０日
発売

６月１８日
発売

６月２９日
発売
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0

50

100

150

200

250

300

通期 1Q

0%

20%

40%

60%

80%

100%

3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月

スマートフォン（スマートフォン（販売数販売数））

・

 

２０１１年度１Ｑのスマートフォン販売数は１３０万台、７月は単月で８３万台

 

・

 

年間６００万台の販売目標に向けて順調に推移

スマートフォン販売数

２０１０年度通期販売数の過半数を販売

※携帯電話の分類中、4ＯＳ塔載端末（Android/ｉOS/WindowsMobile/BlackBerry）におけるキャリア別数量シェア
“全国の有力家電量販店販売実績を集計するGfK

 

Japanデータにおいて

 

（タブレット型端末は含まない）“

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

docomodocomo

Ｘｐｅｒｉａ発売

ｓｐモード開始

ＧａｌａｘｙＳなど
端末ラインナップ充実

（ＧｆＫ

 

Ｊａｐａｎ

 

調べ）

■

 

量販店におけるスマートフォン販売シェア推移※

２０１０年度 ２０１１年度

252252

130130

４月 ６月 ８月 １０月 １２月 ２月 ４月 ６月２０１０年度
通期

２０１１年度
1Ｑ

（単位：万台）

：１Ｑ販売数

：２Ｑ販売数

：３Ｑ販売数

：４Ｑ販売数
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これまでの取り組み ２０１１年夏 ２０１１年冬～

スマート
フォン

サ
ー
ビ
ス
の
統
合
へ

ｓｐモード

 

／ おサイフケータイ

ＢｅｅＴＶ

 

／ 楽天オークション

災害用伝言版／ ドコモ地図ナビ

ｉ コンシェル

マイメニュー

音楽 動画 ゲーム 書籍

コンテンツ
ｉ モード
ケータイ

・・・ｅｔｃ

コンテンツの

 

課金・認証

スマートフォン（スマートフォン（サービスサービス））

・夏モデルのスマートフォンからｉチャネル、メロディコール等のサービスを対応開始

ドコモならではの新サービス・取り組み

ｉ チャネル

メロディコール

Ｇガイド番組表

緊急地震速報

ドコモ

 

マーケット
ｄｏｃｏｍｏ

 

Ｐａｌｅｔｔｅ

 

ＵＩ

ｄｏｃｏｍｏ

 

Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ

 

Ｈｏｍｅ

ｉ

 

モード系サービスのスマートフォン対応

６月２２日

 

提供開始

６月２９日

 

提供開始

５月２０日

 

提供開始

ＥＴＷＳ方式

 

（冬モデルＸｉ対応機種から搭載）

ＣＢＳ方式
７月２１日提供開始

 

（夏モデルから順次対応）
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・

 

ｉモード機からスマートフォンに乗り換えても、ご利用されていたコンテンツを引き続きお楽しみ

 

頂けるよう、２０１１年冬に向けてコンテンツの課金・認証プラットフォームを整備

スマートフォン（スマートフォン（コンテンツ課金・認証コンテンツ課金・認証））

スマートフォンへ機種変更プラットフォームの整備

ｉモードの課金・

 

認証などの

 

仕組みを導入

iモード機

機種変更

スマートフォン

ポータル

マイメニュー一覧

3件の登録があります

コンテンツＡ

コンテンツＢ

コンテンツＣ

マイメニュー

ｉモード機で利用していた際と同じ内容

２０１１年冬
マイメニューが引き継がれ、お客様は引き続きスマートフォ

 

ンでもiモードのコンテンツがさらに使いやすく利用可能

 

マイメニューが引き継がれ、お客様は引き続きスマートフォ

 

ンでもiモードのコンテンツがさらに使いやすく利用可能

コンテンツプロバイダは簡易な課金

 

システムを使い、スマートフォンでも

 

これまでどおりのビジネスができる

 

コンテンツプロバイダは簡易な課金

 

システムを使い、スマートフォンでも

 

これまでどおりのビジネスができる



IR PresentationIR Presentation

SLIDE No.

18 増大するパケットトラフィックへの対応増大するパケットトラフィックへの対応

・

 

年々増加するパケットトラフィックに対しても、着実な設備構築を継続し対応
・

 

Ｘｉエリアの拡大、動的ネットワークコントロール、データオフロードにより

 

ネットワーク品質の維持・向上を図る

『ＦＯＭＡ設備容量の確保』

 

／

 

『Ｘｉエリアの拡大』へ『ＦＯＭＡ設備容量の確保』

 

／

 

『Ｘｉエリアの拡大』へ

（総トラフィック）

２００８年 ２００９年 ２０１０年

ＨＳＤＰＡ

 

人口カバー率

 

１００％

 

ＨＳＤＰＡ

 

人口カバー率

 

１００％
更なる拡充更なる拡充

２０１１年

 

（予想）

前年比

 

約１.７倍

 

前年比

 

約１.７倍

ＬＴＥ

 

「Ｘｉ」

 

開始

 

ＬＴＥ

 

「Ｘｉ」

 

開始

前年比

 

約２倍

 

前年比

 

約２倍

エリア拡大エリア拡大
データオフロードデータオフロード

Ｘｉエリアの拡大Ｘｉエリアの拡大

動的ネットワーク

 

コントロール

 

（通信速度制御）

 

動的ネットワーク

 

コントロール

 

（通信速度制御）

対応方法
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19 ＬＴＥサービスＬＴＥサービス

 

「Ｘｉ」「Ｘｉ」

 

（クロッシィ）のエリア展開（クロッシィ）のエリア展開

・

 

２０１１年７月にＸｉエリアを主要６都市（札幌・仙台・金沢・広島・高松・福岡）に拡大
・

 

３年間で３,０００億円の設備投資を実施予定

（６月～）

商
用
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
試
験
運
用

ＬＴＥ「Ｘｉ」設備投資

 

：
２６０億円

約１,０００億円 約１,７００億円

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度

Ｌ
Ｔ
Ｅ
サ
ー
ビ
ス
「
Ｘ
ｉ
」
開
始

（１２月）

２０１３年度 ２０１４年度

県庁所在地級都市

全国主要都市

更なるエリア拡大

約３５,０００局

 

約７０％

東京・名古屋・大阪地区

約１５,０００局

 

約４０％

人口カバー率 約２０％

約５,０００局基地局数

約１,１００局

 

約８％

（７月）

 

主要６都市に拡大

 

人口カバー率１３％
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20 ＬＴＥサービスＬＴＥサービス

 

「Ｘｉ」（クロッシィ）「Ｘｉ」（クロッシィ）

・

 

２０１１年度１Ｑの契約者数は、１２.１万

 

（データプラン純増に占めるＸｉの割合は、約５割）
・

 

７月に新たに主要６都市でのサービスを開始し、エリア拡大

２０１４年度

１,５００万契約目標

２０１４年度

１,５００万契約目標

２０１１年度

１００万契約

２０１１年度

１００万契約

0

50

100

1,500

（単位：万契約）

11年度

 

（計画）
14年度

 

（目標）

２.６

２０１０年度２０１０年度 ２０１１年度

 

１Ｑ

 

２０１１年度

 

１Ｑ
２０１１年度

 

２Ｑ

 

２０１１年度

 

２Ｑ

ＵＳＢ型

 

Ｌ-０２Ｃ：２０１０年１２月２４日発売

ＥｘｐｒｅｓｓＣａｒｄ型

 

Ｆ-０６Ｃ：２０１１年４月３０日発売

２０１１年度

 

３Ｑ以降

更
な
る
充
実
へ

Ｘｉ対応タブレット
２０１１年秋
発売予定

Ｘｉ対応タブレットＸｉ対応タブレット
２０１１年秋２０１１年秋
発売予定発売予定

Ｘｉ対応スマートフォン
２０１１年冬
発売予定

Ｘｉ対応スマートフォンＸｉ対応スマートフォン
２０１１年冬２０１１年冬
発売予定発売予定

・・・・

・・・・
11/06

１２.１

モバイルＷｉ-Ｆｉルータ

 

Ｌ-０９Ｃ：２０１１年６月３０日発売
ＢＦ-０１Ｃ：２０１１年９－１０月発売予定

Ｌ-０９Ｃ

ＢＦ-０１Ｃ

契約者拡大イメージ Ｘｉ端末ラインナップの充実

11/03
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21 特に利用の多いお客様に対する通信速度制御特に利用の多いお客様に対する通信速度制御

混雑時は、特に利用の多いお客様に対し、通信速度を制御

直近３日間利用

 

３００万パケット以上

混雑した時間＆エリア

通常利用の

 

お客様
特に利用の多い

 

お客様

直近３日間のパケット利用を測定

２日前

 

３万パケット

 

１２０万パケット

１日前

 

２万パケット

 

１５０万パケット

本日

 

４万パケット

 

１００万パケット

計

 

９万パケット

 

３７０万パケット

（例）

・

 

特に利用の多いお客様（パケット定額制サービス契約者）に対し、混雑エリア・時間において
通信速度制御を実施し、ネットワーク利用の公平性を確保



IR PresentationIR Presentation

SLIDE No.

22 データオフロードデータオフロード

・

 

フェムトセル、Ｗｉ-Ｆｉ等を活用し、データをオフロードする

 

・

 

今後Ｗｉ-Ｆｉ対応端末を今まで以上に投入予定

インターネットインターネット

全国約３,３００エリア、約６,８００アクセスポイント

カフェ ファーストフード店

空港駅

マクロセル

 

基地局

ドコモ

 

ネットワーク設備

フェムトセルフェムトセル Ｗｉ‐ＦｉＷｉ‐Ｆｉ

ドコモ
公衆無線

 

ＬＡＮ

 

ドコモ
公衆無線

 

ＬＡＮ

自宅

ブロードバンド回線

データオフロード
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2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
（実績） （実績）

（単位：億円）

９,３４４

７,５８７
７,３７６

（実績） （予想）

・

 

東日本大震災による被災設備の復旧や新たな災害対策への対応などを行うため、

 

２０１１年度の設備投資は７,０５０億円を予定

（実績）

６,８５５

設備投資設備投資

（実績）

６,６８５

７,０５０

復旧・新たな災害対策

 

約３００億円を含む
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24 携帯端末向けマルチメディア放送携帯端末向けマルチメディア放送

• ２０１１年９月、ｍｍｂｉが基幹放送事業者の認定申請を予定

•サービス開始当初はスマートフォンに搭載予定

•サービス開始５年目時点で５,０００万台の搭載端末の普及を目指す

受信端末

マルチメディア放送提供イメージ

世帯カバー率

約７３％

 

東名阪中心にエリア展開

２０１２年度

【認定基幹放送事業者：予定】

【基幹放送局提供事業者】

•

 

事業者認定取得

 

（２０１０年９月９日）

•

 

会社設立

 

（２０１１年１月１１日）

約９１％

 

全国主要都市にエリア展開

２０１４年度

•

 

基幹放送事業者認定申請予定

⇒

 

募集期間：２０１１年８月３日～９月２日

リアルタイム型リアルタイム型

 

放送放送

移動体通信移動体通信
蓄積型蓄積型

放送放送

モバイルモバイル

 

++

 

TVTV

 

++

 

ソーシャルメディアソーシャルメディア

リ
ア
ル
タ
イ
ム
放
送
と
連
動
し
、
視
聴
者
同
士
が

T
w

itte
r

な
ど
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
。

通信と放送
の連携

通信と放送
の連携
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25 電子書籍サービスの推進電子書籍サービスの推進

・

 

大日本印刷（株）と電子出版ビジネスを推進
・

 

共同事業会社（２Ｄｆａｃｔｏ）を設立。２０１１年１月から本格サービスを開始

【【今後の展開イメージ今後の展開イメージ】】

-リアルとデジタルの共存-

●

 

本と電子書籍の一括管理（書棚サービス）

電子書店で
購入したもの

リアル書店で
購入したもの

●

 

リアル店舗、オンライン書店とのポイント共有

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

リアル書店

オンライン書店

電子書店

電子書籍ストア電子書籍ストア

約２万点のコンテンツを提供

幅広いコンテンツを提供幅広いコンテンツを提供

大日本印刷（ＤＮＰ）との共同事業会社（２Ｄｆａｃｔｏ）を設立、
２０１１年１月１２日より本格サービス開始。

×
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26 環境センサーネットワーク環境センサーネットワーク

・

 

携帯電話の基地局設備を活用した環境センサーネットワーク事業を推進

・

 

ライブシリーズによる観測情報配信「ドコモ花粉ライブ！」を提供（２０１１年１月～４月）

環境センサーネットワーク事業の推進環境センサーネットワーク事業の推進

全国の気温センサーによる実測値マップ
(２０１１年７月１０日観測値)

検定測器
（気象業務法準拠）

検定測器
（気象業務法準拠）

高密度な観測ネットワーク高密度な観測ネットワーク

事業提携による付加価値事業提携による付加価値

風向風速センサ

降水量センサ

花粉センサ

気温・湿度センサ

多重・通信装置
（ＦＯＭＡ モジュール含む）

ＦＯＭＡ網へ

２,５００箇所に

センサー配置完了

（９,０００箇所へ拡大予定）
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グローバル展開の方向性

コンテンツ

 

/プラット

 

フォーム

領域

ネットワーク

領域

・

 

今後も、アジア太平洋地域を中心とした成長市場をターゲットに、
プラットフォーム事業の拡大とネットワーク事業の高付加価値化を目指す

※

 

本ロゴはHutchison Telecommunications Hong Kong Holdings Limited（HTHKH）社のロゴ。
ドコモはHTHKH社の子会社Hutchison Telephone Company Ltd.社に出資。

シンガポール

出資時期：２００４.12

出資時期：２００９.１1

ドイツ

出資時期：２００９.３

インド

バングラデシュ

出資時期：２００８.９

タイ

出資時期：２００４.５

フィリピン

出資時期：２００６.３

グアム

出資時期：２００６.１２

台湾

出資時期：２００１.２

韓国

出資時期：２００５.1２

香港/

 

マカオ

出資時期：１９９９.1２

※

米国

出資時期：２００９.７

出資状況

アジア・太平洋地域を

中心とした成長市場への

継続的な取り組み

相
互
に
連
携

プラットフォーム事業の

拡大とネットワーク事業の

付加価値化

多様なパートナーとの

グローバルレベルでの連携
ベトナム

出資時期：２０１１.８
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20

90

09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6 10/9 10/12 11/3 11/6

インドＴＴＳＬ／ＴＴＭＬインドＴＴＳＬ／ＴＴＭＬ

・

 

２００９年３月にインドＴＴＳＬ/ＴＴＭＬ社に出資し、提携を開始。

・

 

契約数は着実に増加。３Ｇサービスは免許を獲得した全サークルでサービス開始

※：契約数及びシェアはＴＴＳＬ/ＴＴＭＬのＧＳＭサービス、ＣＤＭＡサービスの合計

 

（出所：ＴＲＡＩ）

Punjab

Gujarat

Karnataka

Tamil
Nadu

Haryana

Maharashtra

Andhra 
Pradesh

Rajasthan

Madhya 
Pradesh

UP(E)

UP(W)

Orissa

Bihar

West
Bengal

Himachal

Pradesh

Kerala

Mumbai

Kolkata

Chennai

Jammu & 

Kashmir

Assam, 

North East

Delhi

■ ３Ｇサービス

免許を獲得した９サークルでサービス提供中

（単位：百万契約）

■

 

契約数※

サービスエリア
３Ｇ

 

：

 

９サークル

 

ＧＳＭ：１８サークル
（２０１１年７月 現在）

■

 

３Ｇ・ＧＳＭサービス展開状況

 

（タタ・ドコモ）

ＧＳＭサービス開始

 

（２００９年６月２４日）

 

ＧＳＭサービス開始

 

（２００９年６月２４日）

契約数９,０９９万

 

マーケットシェア１０．７％※

 

契約数９,０９９万

 

マーケットシェア１０．７％※

（２０１１年６月末時点）

３Ｇサービス開始

 

（２０１０年１１月５日）

 

３Ｇサービス開始

 

（２０１０年１１月５日）

（インド全２２サークル中）

０
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財務の状況

Copyright (C) 2011

 

NTT DOCOMO, INC. All rights reserved.
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2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

（実績） （実績）

（億円）

８,０８３

８,３１０

９,０００億円
以上

８,３４２

（実績） （目標）

・

 

２０１１年度営業利益目標は震災影響２００億円があるため、８,５００億円とする
・

 

２０１２年度営業利益目標は、９,０００億円以上

（実績）

利益目標利益目標

（計画）

８,５００

震災影響
２００億円

〔２０１１年度

 

１Ｑ決算実績〕

営業利益

 

２,６７７億円

通期計画に対する進捗率

 

３１．５％

８,４４７
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3,000

4,000

5,000

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

（単位：

 

円 /

 

株）

０

４,０００円
配当性向：３８．５％

・

 

国内トップレベルの配当性向を維持
・

 

２０１１年度配当金は、一株当たり

 

５,６００円（４００円増配）を予定

５,６００円（予定）

株主還元株主還元

４,８００円
配当性向：４２．１％

４,８００円
配当性向：４３．０％

５,２００円
配当性向：４３．８％

５,２００円
配当性向：４４．１％

配当性向 ４６．３％（予想）
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新たな企業ビジョン

Copyright (C) 2011

 

NTT DOCOMO, INC. All rights reserved.
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「モバイルフロンティアへの挑戦」

［サービス・ネットワークの進化］

［国・地域・世代を超えた
豊かな社会への貢献］

［サービスの融合による
産業の発展］

［つながりによる喜びの創出］

［安心・安全で心地よい暮らしの支援］

「スマートイノベーションへの挑戦」

SLIDE No.

２０２０年ビジョン２０２０年ビジョン

 

～スマートイノベーションへの挑戦～～スマートイノベーションへの挑戦～

２０００年～２０１０年

２０１０年～２０２０年

これまでの１０年は

 

モバイルの可能性を追求してきた

これからの１０年は、モバイルを核とする

 

「総合サービス企業」へと進化
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Copyright (C) 2011

 

NTT DOCOMO, INC. All rights reserved.
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◆本資料における連結財務諸表等は、会計監査人による監査を受けておりません

◆フリーキャッシュフローの算定にあたっては、期末日が金融機関の休業日であったことによる電話料金未回収影響額、および期間3ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除いています

* 各数値の算定については、本資料の「財務指標（連結）の調整表」及び当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」をご参照ください

２０１０年度２０１０年度決算決算 / / ２０１１年度業績予想の２０１１年度業績予想の概況概況

20092009年度年度

((通期通期))

 

(1)(1)
20102010年度年度
((通期通期))

 

(2)(2)
増減増減
(1)(1)→→(2)(2)

2011年度
(通期予想)

 

(3)
増減増減

(2) (2) →→

 

(3)(3)

営業収益営業収益

 

（億円）（億円）
42,84442,844 42,24342,243 --1.4%1.4% 42,42,303000 ++0.1%0.1%

携帯電話収入携帯電話収入

（億円）（億円）
34,99534,995 34,07134,071 --2.6%2.6% 33,68033,680 --1.1%1.1%

営業費用営業費用

 

（億円）（億円）
34,50234,502 33,79533,795 --2.0%2.0% 33,80033,800 +0.0%+0.0%

営業利益営業利益

 

（億円）（億円）
8,3428,342 8,4478,447 +1.3%+1.3% 8,5008,500 +0.6%+0.6%

税引前利益

（億円）（億円）
8,3628,362 8,3538,353 --0.1%0.1% 8,5408,540 +2.2%+2.2%

当社に帰属する当社に帰属する

当期純利益当期純利益

 

（億円）（億円）
4,9484,948 4,9054,905 --0.9%0.9% 5,0205,020 +2.3%+2.3%

EBITDAEBITDAマージンマージン

 

（（%%））** 36.636.6 37.137.1 +0.5+0.5

 

PointsPoints 3737..22 ++00..11

 

PointsPoints

フリーキャッシュフローフリーキャッシュフロー
（億円）（億円）**

4,1694,169 55,,898898 +41.5%+41.5% 4,804,8000 --18.6%18.6%
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36 ２０２０１１１年度１年度

 

業績予想のポイント業績予想のポイント

２０１０年度 ２０１１年度（予想）

営業利益

８,４４７億円

■営業利益の増減要因

 

〈１０年度⇒１１年度（予想）〉

音声収入の減

 

-１,７００億円

営業利益 ：

 

８,５００億円 （震災からの復旧・新たな災害対策による影響－２００億円を含む）

■ ２０１１年度 業績予想

⇒

 

音声収入の減を、パケット収入の増および各種コスト削減等で補うことで、利益を確保

営業利益

８,５００億円

パケット収入の増

 

＋１,４００億円

その他費用の効率化等

 

+５００億円

バリュープラン影響

 

-６００億円

震災からの復旧

 

-２００億円

更なる成長に向けた

施策費用の増
-５００億円

端末販売

 

収支の改善

＋６００億円
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◆本資料における連結財務諸表等は、会計監査人による監査を受けておりません

◆フリーキャッシュフローの算定にあたっては、期末日が金融機関の休業日であったことによる電話料金未回収影響額、および期間3ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除いています

* 各数値の算定については、本資料の「財務指標（連結）の調整表」及び当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」をご参照ください

２０１２０１１１年度年度 第１四半期決算概況第１四半期決算概況

202010/410/4--66
((1Q1Q))

 

(1)(1)
2012011/41/4--66
((1Q1Q))

 

(2)(2)
増減増減
(1)(1)→→(2)(2)

2011年度
(通期予想)

 

(3)
進捗率進捗率

((22) ) //

 

((33))

営業収益営業収益

 

（億円）（億円）
10,89210,892 10,47310,473 --3.9%3.9% 42,42,303000 2244..88%%

携帯電話収入携帯電話収入

（億円）（億円）
88,,642642 8,5068,506 --1.6%1.6% 33,68033,680 25.3%25.3%

営業費用営業費用

 

（億円）（億円）
8,4878,487 7,7967,796 --8.1%8.1% 33,80033,800 23.1%23.1%

営業利益営業利益

 

（億円）（億円）
2,4052,405 2,6772,677 +11.3%+11.3% 8,5008,500 31.5%31.5%

税引前利益

（億円）（億円）
22,,406406 2,7032,703 +12.3%+12.3% 8,5408,540 31.6%31.6%

当社に帰属する当社に帰属する

当期純利益当期純利益

 

（億円）（億円）
11,,422422 1,5871,587 +11.7%+11.7% 5,0205,020 31.6%31.6%

EBITDAEBITDAマージンマージン

 

（（%%））** 36.936.9 40.840.8 +3.9+3.9

 

PointsPoints 3737..22 --

フリーキャッシュフローフリーキャッシュフロー
（億円）（億円）**

472472 825825 ++7575..00%% 4,804,8000 17.2%17.2%
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パケット収入の増

+３０３億円

営業利益

２,６７７億円

前年前年同期同期比比
++２７２２７２億円億円
（（++１１１１..３３％）％）

２０１２０１11年度年度

 

第第11四半期決算のポイント四半期決算のポイント

※１ 端末機器原価、代理店手数料の合計

 

※２ 通信設備使用料、減価償却費、除却費

２０１０年１Ｑ ２０１１年１Ｑ

営業利益の主な増減要因（前年同期比）営業利益の主な増減要因（前年同期比）

営業利益

２,４０５億円

その他の収入の増

+３７億円

端末販売収入の減

 

-３２２億円

端末販売費用の減※１

-３０８億円

ネットワーク関連

コスト※２の減

-９５億円

バリュープランに

 

よる影響

 

－２００億円程度

バリュープランに

 

よる影響

－２００億円程度

音声収入の減

-４３９億円

その他の費用の減

-２９０億円

営業収益

 

-４２０億円 営業費用

 

-６９２億円

震災による利益影響震災による利益影響

－７５億円－７５億円
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39 基本使用料５０％割引・バリュープランの状況基本使用料５０％割引・バリュープランの状況

基本使用料５０％割引契約数・契約率基本使用料５０％割引契約数・契約率 バリュープラン契約数・バリューコース選択率バリュープラン契約数・バリューコース選択率

※３

 

新たな販売モデルでの端末販売におけるバリューコースの選択率

（契約数：万契約）（選択率：％）

契約率

 

７３％

 

契約率

 

７３％

※１

 

「オフィス割引」 「ビジネス割引」 含む

 

※２

 

「ファミ割ＭＡＸ５０」

 

「ひとりでも割５０」

 

「オフィス割ＭＡＸ５０」

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

08/9 08/12 09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6 10/9 10/12 11/3 11/6

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

：基本使用料５０％割引

 

契約率

：ＭＡＸ系割引※２

 

契約数

（契約数：万契約）（契約率：％）

：ファミリー割引※１

 

＋いちねん割引で１０年以上の継続利用

・

 

基本使用料５０％割引の契約率は８割を超え、収入の減影響は軽微に

・

 

バリュープラン契約数は４,０００万、契約率は７割を超え、拡大継続

：バリューコース選択率※３

：バリュープラン契約数

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

08/9 08/12 09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6 10/9 10/12 11/3 11/6
0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6 10/9 10/12 11/3 11/6 12/3

ＦＯＭＡＦＯＭＡ・Ｘｉ・Ｘｉへのマイグレーションへのマイグレーション

（単位：万契約）

mova

 

DoPa

5,608

（

 

）：Ｘｉ・ＦＯＭＡ比率

 

= （ＦＯＭＡ＋Ｘｉ契約数）／携帯電話契約数（%）

5,320

 

（94.9%）

4,904
（89.8%）

5,460

◆通信モジュールサービスを含む

556
288

2008年度 2009年度

・

 

２０１１年度１Ｑの移行数は２１万

・

 

ｍｏｖａ・ＤｏＰａの契約者数は、９７万

5,126
（92.9%）

393

5,519

5,205
（93.9%）

339

5,544

（予想）

5,486

5,025
（91.6%）

462

5,996

5,996

 

（100%）

5,651

5,416

 

（95.8%）

235

20１0年度

5,689

5,494

 

（96.6%）

195

5,557

 

（97.1%）

5,721

164

5,677

 

（97.9%）

20１1年度

mova：66
DoPa：31

5,801

124

5,841

5,745

 

（98.3%）

97
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41 携帯電話（携帯電話（ＸｉＸｉ

 

++ＦＯＭＡＦＯＭＡ

 

++ｍｏｖａ）ｍｏｖａ）

 

ＭＯＵＭＯＵ

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

MOU（左軸） 137 138 139 133 135 137 138 133 133 135 133 135 128

MOU対前年同期増減率（右軸） -2.1 -1.4 0 -1.5 -1.5 -0.7 -0.7 0 -1.5 -1.5 -3.6 1.5 -3.8

08/4-6(1Q) 7-9(2Q) 10-12(3Q) 09/1-3(4Q) 4-6(1Q) 7-9(2Q) 10-12(3Q) 10/1-3(4Q) 4-6(1Q) 7-9(2Q) 10-12(3Q) 11/1-3(4Q) 11/4-6(1Q)

・

 

２０１１年度１ＱのＭＯＵは１２８分

 

（前年同期比：-３.８％）

（単位：%）（単位：分）

◆

 

MOUの定義および算定方法については、本資料の「MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください

通期

 

１３７分

 

（前年度比

 

–０.７%）

 

通期通期

 

１３７分１３７分

 

（前年度比（前年度比

 

––００..７７%%））
通期

 

１３６分

 

（前年度比

 

–０.７%）

 

通期通期

 

１３６分１３６分

 

（前年度比（前年度比

 

––００..７７%%））
通期

 

１３４分

 

（前年度比

 

–１.５%）

 

通期通期

 

１３４１３４分分

 

（前年度比（前年度比

 

––１１..５５%%））
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42 コスト効率化コスト効率化

・

 

中期ビジョン策定時に掲げた目標２,０００億円のコスト削減は、２年前倒しで達成

 

・

 

２０１１年度は更に社内横断的なコスト削減（４００億円）を推進

９００

６００

１,１００

９００

４００

※1：０７年度対比による当該年度末までの削減額

 

※2：減価償却費＋通信設備使用料

２０１１年度

 

（計画）

（単位：億円）

１,５００

２,０００

２,４００

２０１０年度

 

（実績）
２００９年度

 

（実績）

新たなコスト削減新たなコスト削減 営業 ネットワーク Ｒ＆Ｄ 共通 アフターサービス

コスト削減額の推移※１

一般経費・１社化関連

●

 

１社化を契機とした業務集約

● ベストプラクティスの推進

●

 

一般経費の継続的な効率化

ネットワークコスト※２

●

 

設備投資の継続的な効率化

●

 

ＡＬＬ－ＩＰ化の推進

●

 

経済的な伝送路網の構築

２００７年度対比による当該年度末までの削減額

１,１００

９００

２０１２年度削減目標

 

２,０００億円を前倒し達成
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43 携帯電話契約数携帯電話契約数

ソフトバンク

出典：

 

ＴＣＡ

 

（社団法人電気通信事業者協会）

・

 

ＮＴＴドコモの契約数は約５,８４０万

 

（日本最大の移動通信キャリア）

（２０１１年６月末）

5,841万

（48.2％）
3,335万

（27.5％）

2,614万

（21.6％）

■契約数 ■ＦＯＭＡ（３Ｇ）契約率※1

■ⅰモード・ｓｐモード契約率※2

■パケット定額制契約率※3

９８９８％％

８７８７％％

６５６５％％
※1：

 

ＦＯＭＡ（３Ｇ）契約数

 

/ 携帯電話（Ｘｉ＋ＦＯＭＡ+ｍｏｖａ）契約数

※2：

 

（ｉモード契約数＋ｓｐモード契約数）

 

/ 携帯電話（Ｘｉ＋ＦＯＭＡ+ｍｏｖａ）契約数

※3：

 

パケット定額サービス（パケ・ホーダイ、パケ・ホーダイフル、パケ・ホーダイダブル、パケ・ホーダイシンプル、パケ・ホーダイダブル２、パケ・ホーダイフラット、
Ｂｉｚホーダイ、定額データプラン、Ｘｉ専用プラン）契約数

 

/ ＦＯＭＡｉモード契約数＋ｉモード契約の無い定額制契約数＋データプラン契約数＋Ｘｉデータ通信専用プラン契約数

イー・モバイル
334万

 

（2.7％）

au
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1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11

パケットパケットトラフィックトラフィック

データトラフィックの状況

 

（ＦＯＭＡ）

販売数に占める機種比率

FY10

23％

販売数

 

252万台

FY09

スマートフォン

 

6%

フィーチャフォン

×1.7

・

 

ＦＯＭＡパケット総データ量は、スマートフォンの普及促進により約１.７倍

 

（2010年度年率）に増加

総
デ
ー
タ
量

スマートフォン

07/6 07/9 07/12 08/3 08/6 08/9 08/12 09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6 10/9 11/310/12 11/6
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ブランド事業ブランド事業

アクワイアラ事業アクワイアラ事業 ・加盟店開拓業務・加盟店開拓業務

・ドコモが立ち上げた・ドコモが立ち上げた
新たなクレジットブランド新たなクレジットブランド

・オープンなプラットフォーム・オープンなプラットフォーム

ドコモのクレジット事業領域

役割役割 ドコモでのサービス提供内容ドコモでのサービス提供内容

・利用限度額は・利用限度額は2020万円万円//月以上月以上

・国際ブランドカードも発行・国際ブランドカードも発行
・リボ・キャッシング機能・リボ・キャッシング機能

DCMXDCMX

・かんたんケータイクレジット・かんたんケータイクレジット
・ケータイからの簡単な手続き・ケータイからの簡単な手続き
・携帯電話の利用料金と併せて支払い・携帯電話の利用料金と併せて支払い
・月１万円までならその場で利用可能に・月１万円までならその場で利用可能に

DCMXDCMX
minimini

・ルールの策定・ルールの策定
・プラットフォームの提供・プラットフォームの提供

・発行業務・発行業務イシュア事業イシュア事業

・業務提携先（三井住友カード・業務提携先（三井住友カード

 

等）が加盟店開拓等）が加盟店開拓

2006年4月28日開始

2006年6月下旬よりカード発行開始

クレジット事業クレジット事業
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各プレーヤーの関係図
お金の流れ（イメージ）：

 

例）ユーザーが１万円の買い物をした場合

カード

 

発行

請 求

利 用

イシュアイシュア

ブランドブランド

アクワイアラアクワイアラ

加盟店加盟店
10,000円10,000円

160円160円

250円250円

10円10円

150円150円

20円20円

80円80円

9,750円9,750円

10円10円

加
盟
店
手
数
料

ブ
ラ
ン
ド

手
数
料

イ
シ
ュ
ア
手
数
料

ブ
ラ
ン
ド

手
数
料

2.5%

カード会社カード会社 カード会社

ブランドネットワーク

最終取り分最終取り分

ケータイクレジットのビジネスモデルケータイクレジットのビジネスモデル

１１年６月末時点

 

状況

 

１１年６月末時点

 

状況

ＤＣＭＸ契約数

 

１,２４６万

 

内、レギュラーカード

 

５５１万

 

ＤＣＭＸ契約数

 

１,２４６万

 

内、レギュラーカード

 

５５１万

ｉＤブランド契約数

 

１,６１１万

 

ｉＤブランド契約数

 

１,６１１万

ｉＤ

 

リーダ・ライタ

 

端末設置台数

 

５２万

 

ｉＤ

 

リーダ・ライタ

 

端末設置台数

 

５２万
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47 営業収益の推移営業収益の推移 US GAAP

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

端末機器販売収入 5,075 4,774 4,930

その他の収入 2,775 3,397 3,690

携帯電話収入(音声収入、パケット収入) 34,995 34,071 33,680

2010/3 2011/3 2012/3（通期予想）（単位：億円）

（単位：億円）

◆

 

「国際サービス収入」

 

は

 

「携帯電話収入」

 

に含めております

42,243 42,300

-1.4%

42,844



IR PresentationIR Presentation

SLIDE No.

48 営業費用の推移営業費用の推移 US GAAP

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

人件費 2,583 2,646 2,750

租税公課 389 387 390

減価償却費 7,011 6,931 6,870

固定資産除却費 470 443 540

通信設備使用料 2,819 2,613 2,230

経費 21,229 20,776 21,020

（再掲）収益連動経費＊ 12,538 11,748 11,170

（再掲）その他経費 8,691 9,027 9,850

2010/3 2011/3 2012/3（通期予想）（単位：億円）

33,795 33,800

（単位：億円）

＊収益連動経費＝端末機器原価＋代理店手数料＋ロイヤリティプログラム経費

- 2.0%

34,502
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49 設備投資の推移設備投資の推移

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

その他（情報システム等） 1,297 1,477 1,680

携帯電話事業（LTE） - 260 790

携帯電話事業（FOMA） 4,540 3,788 3,310

携帯電話事業（mova） 77 54 20

携帯電話事業（その他） 951 1,106 1,250

2010/3 2011/3 2012/3(通期予想)（単位：億円）

（単位：億円）

-2.6%
7,050

6,685
6,865

0
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50 ＭＯＵ・ＡＲＰＵの定義および算出方法についてＭＯＵ・ＡＲＰＵの定義および算出方法について

◆

 

MOU（Minutes of Use）：１契約当たり月間平均通話時間

◆

 

ARPU（Average monthly Revenue Per Unit ）：１契約当たり月間平均収入

１契約当たり月間平均収入(ＡＲＰＵ)は、１契約当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益を計るために使われております。

 

ＡＲＰＵは無線通信サービス収入のうち各サービスの提供により得られる収入(毎月発生する基本使用料、通話料及び通信料)を、

 

当該サービスの稼動契約数で割って算出されております。従ってＡＲＰＵの算定からは各月の平均的利用状況を表さない契約事務手数

 

料などは除いております。

 

こうして得られたＡＲＰＵは１契約当たりの各月の平均的な利用状況及び当社による料金設定変更の影響を分析する上で有用な情報を

 

提供するものであると考えております。なお、ＡＲＰＵの分子に含まれる収入は米国会計基準により算定しております。

◆

 

総合ARPU（Xi+FOMA+mova）：音声ARPU（Xi+FOMA+mova）＋パケットARPU（Xi+FOMA+mova）

 

◇ 音声ARPU（Xi+FOMA+mova）＝

音声ARPU（FOMA+mova）関連収入（基本使用料、通話料）÷稼動契約数（Xi+FOMA+mova）

◇

 

パケットARPU（Xi+FOMA+mova）＝

パケットARPU（Xi+FOMA+mova）関連収入（基本使用料、通信料）÷稼動契約数（Xi+FOMA+mova）

◆

 

総合ARPU（FOMA）：音声ARPU（FOMA）＋パケットARPU（FOMA）

◇ 音声ARPU（FOMA） ＝音声ARPU（FOMA）関連収入（基本使用料、通話料）÷稼動契約数（FOMA）

◇

 

パケットARPU（FOMA）＝パケットARPU（FOMA）関連収入（基本使用料、通信料）÷稼動契約数（FOMA）

◆

 

総合ARPU（mova）：音声ARPU（mova）＋パケットARPU（mova）

◇ 音声ARPU（mova） ＝音声ARPU（mova）関連収入（基本使用料、通話料）÷稼動契約数（mova）

◇

 

パケットARPU（mova）＝パケットARPU（mova）関連収入（基本使用料、通信料）÷稼動契約数（mova）

◆

 

稼動契約数の算出方法

当該期間の各月稼動契約数（(前月末契約数＋当月末契約数)÷２）の合計

※

 

通信モジュールサービス及び電話番号保管、メールアドレス保管サービスは、ARPU及びMOUの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。
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51 財務指標（連結）の調整表財務指標（連結）の調整表（２０１０年度（２０１０年度

 

期末）期末）
1. ＥＢＩＴＤＡ、ＥＢＩＴＤＡマージン

（単位：億円、％）

平成24年３月期（予想） 平成22年３月期 平成23年３月期

a.ＥＢＩＴＤＡ 15,730 15,681 15,657

減価償却費 △ 6,870 △ 7,011 △ 6,931

有形固定資産売却・除却損 △ 360 △ 327 △ 279

営業利益 8,500 8,342 8,447

営業外損益（△費用） 40 19 △ 94

法人税等 △ 3,460 △ 3,382 △ 3,378

持分法による投資損益（△損失） △ 60 △ 9 △ 55

控除：非支配持分に帰属する
　　　当期純損益（△利益）

-                     △ 23 △ 15

b.当社に帰属する当期純利益 5,020 4,948 4,905

c.営業収益 42,300 42,844 42,243

　ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 37.2% 36.6% 37.1%

　売上高当期純利益率 (=b/c) 11.9% 11.5% 11.6%

（注）当社が使用しているＥＢＩＴＤＡ及びＥＢＩＴＤＡマージンは、米国証券取引委員会（ＳＥＣ）レギュレーション S-K Item10(ｅ)で用いられている

　　　ものとは異なっております。従って、他社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。

2. フリー・キャッシュ・フロー（特殊要因及び資金運用に伴う増減除く）

（単位：億円）

平成24年３月期（予想） 平成22年３月期 平成23年３月期

フリー・キャッシュ・フロー
（特殊要因及び資金運用に伴う増減除く） 4,800 4,169 5,898

特殊要因（注１） △ 1,700 -                     -                     

資金運用に伴う増減（注２） -                     △ 3,980 2,419

フリー・キャッシュ・フロー 3,100 189 8,317

投資活動によるキャッシュ・フロー　 △ 7,130 △ 11,639 △ 4,554

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,230 11,828 12,870

（注１）特殊要因とは、期末日が金融機関の休業日であることによる電話料金未回収影響額です。

（注２）資金運用に伴う増減とは、期間３ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減です。

　　　　平成22年３月期及び平成23年３月期の投資活動によるキャッシュ・フローは、資金運用に伴う増減を含んでおります。

　　　　平成24年３月期（予想）の投資活動によるキャッシュ・フローは、資金運用に伴う増減の予想が困難であるため、資金運用に伴う増減は見込んでおりません。
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52 財務指標（連結）の調整表財務指標（連結）の調整表（２０１１年度（２０１１年度

 

第１四半期）第１四半期）

1. ＥＢＩＴＤＡ、ＥＢＩＴＤＡマージン

（単位：億円、％）

平成23年３月期
第１四半期

平成24年３月期
第１四半期

a.ＥＢＩＴＤＡ 4,015 4,271

減価償却費 △ 1,581 △ 1,558

有形固定資産売却・除却損 △ 30 △ 36

営業利益 2,405 2,677

営業外損益（△費用） 0 25

法人税等 △ 971 △ 1,094

持分法による投資損益（△損失） △ 9 △ 22

控除：非支配持分に帰属する四半期純損益（△利益） △ 4 1

b.当社に帰属する四半期純利益 1,422 1,587

c.営業収益 10,892 10,473

　ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 36.9% 40.8%

　売上高四半期純利益率 (=b/c) 13.1% 15.2%

（注）当社が使用しているＥＢＩＴＤＡ及びＥＢＩＴＤＡマージンは、米国証券取引委員会（ＳＥＣ）レギュレーション S-K Item10(ｅ)で

　　　用いられているものとは異なっております。従って、他社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。

2. フリー・キャッシュ・フロー（資金運用に伴う増減除く）

（単位：億円）

平成23年３月期
第１四半期

平成24年３月期
第１四半期

フリー・キャッシュ・フロー（資金運用に伴う増減除く） 472 825

資金運用に伴う増減（注） 1,919 △ 1,697

フリー・キャッシュ・フロー 2,390 △ 872

投資活動によるキャッシュ・フロー　 △ 23 △ 3,594

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,413 2,722

（注）資金運用に伴う増減とは、期間３ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減です。



本資料に記載されている会社名、製品名などは該当する会社の商標または登録商標です
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